
４.グリーンベイ・大阪湾を牽引する地区 

 (1)グリーンベイ・大阪湾を牽引する地区の概要 

グリーンベイ・大阪湾を牽引する地区として、以下の６つの地区を掲げる。これら

の各地区を対象に、企業ニーズや地域特性などを踏まえつつ、活性化に向けた方策の

具体的検討を行っている。 

今後、各地区を核として、大阪湾ベイエリア全体の環境と成長の連鎖に向けた取り

組みの推進が期待される。 
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図  ４－１ グリーンベイ・大阪湾を牽引する地区の概要  
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 (2)新しい産業連関構造形成を牽引する地区（神戸市） 

効果的な産業連関構造の形成に向けて、医療産業都市構想の推進、スーパー中枢港

湾の機能強化、臨海部の国際物流機能と内陸部製造・物流用地との連携、新たな用地

創出・土地利用転換などの各方策に取り組んでいる。 
 

  ①現況の活性化方策 

  1）医療産業都市構想の推進 

・ 医療関連産業、医療関連研究機関の集積促進 

・ 次世代スーパーコンピュータを活用したクラスターの機能強化 

  2）スーパー中枢港湾としての神戸港の機能の強化 

  3）国際港湾物流機能と直結する内陸部製造・物流用地の活用 

  4）都市機能・生活環境の向上 

  5）大阪湾岸道路西伸部の活用 
 

  ②短中期の活性化方策 

  1）医療産業都市構想のさらなる推進 

  2）スーパー中枢港湾としての港湾機能強化の推進 

  3）国際航空貨物との連携検討 

  4）ポートアイランド２期・空港島を中心にした新たな用地創出・土地利用転換 

 

内陸部製造・物流用地
（神戸テクノロジスティックパーク）

ポートアイランド２期・空港島を中心にした新たな用地創出・土地
利用転換

• コンテナバースを含むバースの再配置など、効率的な物流
機能のための土地利用の見直しとこれに伴う新たな物流用
地の確保による新たな物流拠点の形成。

• 空港島の空港関連用地については、PI2期の企業進出状況

をにらみ、医療および新先端産業関連企業の立地受け皿と
して機能させ、新たな産業ゾーンを形成。

国際港湾物流機能と直結する内陸
部製造・物流用地の活用

• 神戸テクノロジスティックパークなどへ
の新産業集積促進による国際物流取
り扱いの増進。

神戸空港
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→輸送効率向上により低CO2社会へ貢献

• 関西国際空港の航空貨物ターミナルと
直結する海上輸送基地を整備による国
際航空貨物の海上輸送システムを構築。
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スーパー中枢港湾（西日本のハブ港）として機能

• スーパー中枢港湾プロジェクトの恒常化。
・特定国際コンテナ埠頭の本格稼動。
・コンテナ物流の総合的集中改革プログラムの実現。
・コンテナターミナルの24時間フルオープン。
・阪神港ポートオーソリティの実現に向けた推進。

• コンベンション機能、ファッション関連機能のリ
ニューアルによる魅力ある都市機能・生活環
境の形成。

• 広域連携に向けた港湾間および港湾と
内陸部間の交通ネットワークの形成。

医療産業都市構想の成熟

• 先端産業を牽引する医療産業都市構想の近
畿圏での拠点形成。

• 医療関連産業、医療関連研究機関の集積に
よる国内最大級の医療クラスターの形成。

• 魅力ある研究環境、都市機能の形成と新産
業の立地集積。

次世代スーパーコンピュータを活用した
クラスター形成

• ライフサイエンス分野のみならず、ナノテクノ
ロジーや環境関連産業などの集積

※緑フォント：環境に資する方策
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図  ４－２ 新しい産業連関構造形成を牽引する地区（目指す姿）  
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 (3)フェニックス用地の利用を牽引する地区（兵庫県） 
尼崎沖埋立処分場において、市内の住工混在地区の環境改善を図るための工場移転

用地の提供や、関西の経済を牽引する企業を誘致し、関連産業への波及、雇用の創出

による地域経済の活性化を図ることを目的に、以下の各方策に取り組んでいく。 

 

  ①現況の活性化方策 

  1）安定型区画 

以下の土地利用の方向で、優先順位を付け段階的整備を行い、早期土地利用を図る。 

① 高度化・高付加価値化産業用地（環境・エネルギー関連、製造技術関連など） 

② 市内の住工混在解消用地（既存ものづくり産業関連） 

  2）管理型区画 

港湾緑地、安定型区画と一体となった企業の駐車場・緑地、環境創造型の土地利用

（太陽光発電等）などの暫定利用を検討する。 

 

【段階的整備の方向】
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図  ４－３ 段階的整備による早期土地利用／産官連携による土地利用の検討  
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 (4)産業・物流拠点を牽引する地区（大阪市） 

夢洲の高い地理的優位性を活かし、高機能付加価値型物流・産業拠点形成、将来開

発地区の効果的利活用促進を目指し、以下の各方策に取り組んでいる。 

 

  ①事業段階の活性化方策 

  1）夢洲コンテナ埠頭の整備 

  2）夢咲トンネルの整備 

  3）バンプール・シャーシプール等のターミナル附帯施設の整備 

  4）民間オペレーターによる３バース一体運用 

  ②計画段階の活性化方策 

  1）航路拡幅の検討 

  2）上下水道、電力、ガス、ＩＣＴの整備 

  3）太陽光発電による緑地率の緩和や集合緑地の検討 

  4）需要に応じた開発誘導策(土地利用の規制緩和等)の検討 

  ③構想段階の活性化方策 

  1）主航路の整備、ターミナルの拡充 

  2）税制優遇策の検討（例：フリートレードゾーン等） 

  3）地区計画の検討 

  4）容積率の見直しの検討 

  5）太陽光発電による緑地率の緩和や集合緑地の検討 
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太陽光発電による
緑地率の緩和

集合緑地の適用

地区計画

容積率の見直し

必要に応じた開発誘導策の検討

北港

※緑フォント：環境に資する方策
 

図  ４－４ 産業・物流拠点を牽引する地区の方向性（構想段階）  

 37



 (5)低炭素型の新しい臨海拠点形成を牽引する地区（堺市） 

2009年１月に「環境モデル都市」に認定された堺市では、産業構造の転換、都市構

造の変革、環境文化の創造を図ることを目的に、以下の各方策に取り組んでいる。 
 

  ①事業段階・計画段階の活性化方策 

  1）企業間連携による低炭素化への支援 

・各企業における省エネルギー・新エネルギー設備導入への支援 

・省エネルギー診断など有用な情報、ノウハウの提供 

・大企業から中小企業へ省エネルギーノウハウ移転 

・産産､産学連携による省エネルギー・創エネルギー製品開発のための仕組みづくり 

  2）環境負荷の軽減に対応した交通インフラの早期整備 

  3）環境共生型コンビナートモデルとして全国へ情報発信 

  4）太陽光発電所、共生の森などを通じた市民への普及啓発 

  ②構想段階の活性化方策 

  1）低炭素化に資する産業活動を促進するための共同インフラの整備 

・安全かつ安定したエネルギー供給のための航路の拡幅 

・プライベートバース共同利用に向けた改良の促進 

・冷熱、副生ガス、蒸気を共同利用するためのパイプラインの敷設 

  2）臨海部間、臨海部-内陸部を連携する交通インフラの整備 

・大和川臨海架橋(仮称)の必要性に関する検討 

・通勤時渋滞緩和のための臨海部と内陸部を結ぶ代替道路の整備 

  3）企業間連携による低炭素化のさらなる推進 

• 臨海部間、臨海部-内陸部を連携す

る交通インフラの整備
→運輸部門でのＣＯ２削減

・大和川臨海架橋(仮称)の必要

性に関する検討・通勤時渋滞緩
和のための

・臨海部と内陸部を結ぶ代替道
路の整備

• 環境負荷の軽減に対応した
交通インフラの早期整備
→運輸部門でのＣＯ２削減

浜寺航路

は低炭素化に取り組んでいる主要企業

• 企業間連携による低炭素化のさらなる推進

→産業部門でのＣＯ２削減

＜個別企業への支援＞
・各企業における省エネルギー・新エネルギー設備導

入への支援
・省エネルギー診断など有用な情報､ノウハウの提供
＜大企業から中小企業への情報連携支援＞
・大企業から中小企業へ省エネルギーノウハウを移転
・産産、産学連携による省エネルギー・創エネルギー製

品開発のための仕組みづくり

• 太陽光発電所、共生の森などを通じた
市民への普及啓発
→民生部門でのＣＯ２削減

• 太陽光発電所を通じた
新エネルギーに関する
市民への普及啓発事業

• 共生の森での市民参加
森づくり

• ＬＲＴ（東西鉄軌道）の整備

計画段階

構想段階

凡例
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※緑フォント：環境に資する方策
 

図  ４－５ 低炭素型の新しい臨海拠点形成を牽引する地区（目指す姿）  
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 (6)新規土地創出・既存都市再生を牽引する地区（大阪府） 

大阪木材コンビナートにおける遊休地について、立地特性を活かした高付加価値製

造業や国際物流施設等の誘致など、新たな産業用地として再編するため、以下の各方

策に取り組んでいる。 
 

  ①構想段階の活性化方策 

［現在の状況］ 

  1）木材の需要構造の変化により、貯木場の利用は激減。 

  2）木材関連産業以外の企業立地が進展。 

 ⇒新たな活用が求められている。 

  3）大規模用地、利便性の高い用地のニーズ 
 

［立地特性］ 

  1）陸海空交通の要衝地 

 ・阪神高速道路湾岸線に直結し、関西国際空港、大阪港から30分圏内。 

  2）大都市、市場と近接 

 ⇒産業立地としての潜在力は高い。 
 

［今後の方向性］ 

●環境に配慮しつつ、国際分業に対応した高付加価値産業や物流施設の立地により、

既存産業と連携した木材コンビナートの活性化を図る。 

 

［新たな土地利用の可能性について］

岸和田北ランプ

北側
40ha

南側
36ha

（資料）阪南港港湾計画

○VMIなど、航空便を使用した多頻度

小口の国際物流は将来増加。

国際物流の高度化に対応

（今後の検討課題）
○社会経済情勢の変化による土地需給のギャップ
○瀬戸内海環境保全特別措置法の遵守
○埋立事業の成立性（埋立材の調達方法と事業採算性）
○港湾計画の変更、公有水面埋立免許の取得、環境影響評価など

必要な法手続き
○利害関係調整 等

国際分業に対応した高付加価値産業や物流施設の立地

（高付加価値産業）
○高付加価値素材・部材製造業：レアメタル、電子デバイス等
○環境･エネルギー：太陽電池、燃料電池、蓄電池等
○ロボットテクノロジー、ナノテクノロジー分野 等

国際分業化に対応

○産業の国際分業化が進展する中、国
内事業は高付加価値分野へ。

○高付加価値貨物を取り扱う産業や物
流施設からのニーズは今後拡大。

関西国際空港を生かす

陸海空交通の要衝地

○阪神高速道路湾岸線に直結
し、関西国際空港、大阪港
から30分圏内。

⇒海外アクセス性に優れている。

関西国際空港

阪
神

高
速

湾
岸

線

岸和田北ランプ

大阪港

堺泉北港

大阪木材コンビナート

大阪木材
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※緑フォント：環境に資する方策
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